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令 和 元 年 度 決 算 報 告 書

地方自治法第２３３条第５項の規定に基づき、令和元年度に

おける主要な施策の成果を次のとおり報告します。

令和２年９月

取手市長 藤 井 信 吾
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財 政 状 況

第１ 国の予算

令和元年度（平成３１年度）の日本経済は、海外経済の減速等を背景に外需が弱い

ものの、雇用・所得環境の改善等により、内需を中心に緩やかに回復していくことが

期待された。令和元年１０月には消費税率引上げが予定されていたため、経済の回復

基調に影響を及ぼさないよう、軽減税率制度をはじめとした各種の対応が講じられた。

一方、国の財政は、平成３０年度決算では公債依存度が３４．８％にも及び、国・

地方を合わせた長期債務残高が平成３０年度末においてＧＤＰ比２００％になるなど、

主要先進国中最悪の水準と言わざるを得ない、極めて深刻な状況が続いている。

このような状況下、令和元年度予算については、施策・制度の抜本的見直しや各経

費間の優先順位の厳しい選択を行うことにより真に必要なニーズにこたえるための精

査を行い、民間需要や科学技術イノベーションなどの誘発効果が高いもの、緊急性の

高いもの、規制改革と一体として講じるものを重視して予算編成を行った。

この方針に基づいて編成された令和元年度の一般会計当初予算の規模は、１０１兆

４，５７１億円で、平成３０年度当初予算に対して３兆７，４４３億円（３．８％）

の増加となった。

第２ 地方財政対策

令和元年度通常収支分について、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、歳出面

においては、人づくり革命の実現や地方創生の推進、防災・減災対策等に対応するた

めに必要な経費や、社会保障関係経費の増加を適切に反映した計上を行う一方、国の

取組と基調を合わせた歳出改革を行うこととした。

歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０１８」で示された「新経

済・財政再生計画」を踏まえ、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要とな

る地方の一般財源総額について、平成３０年度地方財政計画の水準を下回らないよう

実質的に同水準を確保することを基本として、引き続き生ずることとなった大幅な財

源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補填措置を講じること

とした。このような方針に沿った地方財政の通常収支分の規模は８９兆５，９３０億

円で、平成３０年度に対して２兆６，９５７億円（３．１％）の増加となった。

第３ 市の予算編成等

令和元年度は、第六次取手市総合計画の基本計画である「とりで未来創造プラン

２０１６」の最終年度であったことから、計画に位置付けた事業の具体的な効果の発

現を強く意識しつつ、選択と集中の視点を踏まえ限られた行政資源の効果的・効率的

な財源配分を図るため、まちの活性化、人口減少・少子高齢化への対応、安全安心な

学校教育、協働と持続可能な自治体運営に「いきいき茨城ゆめ国体２０１９・いきい

き茨城ゆめ大会２０１９、市制施行５０周年」を加えた５つを重点項目として基本的

な方針を定めた。

１つ目は、取手駅周辺地区について、基盤整備と併せて土地利用の高度化を図り、

「まちの顔」として魅力ある市街地形成を進め、中心市街地の一層の活性化を推進し



‐3‐

ていく。また、桑原地区については、新市街地創出に向けて早期の事業化を図り、大

規模な商業・業務施設を核とした新たなまちづくりにより、利便性や生活環境の向上、

雇用の創出、若者世代の定住を促進し、まち全体の活力を高めていく。

２つ目は、本市の知名度・魅力度の向上による定住人口増加のため、イメージアッ

プ戦略、政策面の情報発信を重層的に展開していく。また、ファミリー層向けの住宅

取得支援として、住宅取得補助の実施等、住まいの確保に関する支援策を引き続き推

進する。さらに、子どもたちが安全で安心して過ごすことができる環境整備として、

井野なないろ保育所・地域子育て支援センターを開所する。

３つ目は、全ての小中学校の耐震化は達成されたが、引き続き大規模改修未実施の

学校改修を進めるとともに、通学路の安全対策、特別教室へのエアコン設置等を推進

し、安全・快適な教育環境を整備する。また、児童生徒が安心して日々の学校生活を

送り、心身ともに健やかに成長していけるようにするため、いじめ防止対策を引き続

き重点的に推進する。

４つ目は、地域課題を行政と市民とが協働して解決していく観点から、市民協働講

座の実施、市民活動団体の育成・連携事業に取り組み、市民との協働を進める。また、

行政サービスの質の向上と持続可能な自治体運営の実現のため、積極的かつ継続的な

行政改革に取り組み、健全かつ規律ある行財政運営を行っていく。

５つ目は、いきいき茨城ゆめ国体２０１９及びいきいき茨城ゆめ大会２０１９につ

いて、取手市でも複数の競技が行われることから、確実に大会運営を行い、来街者へ

のおもてなしや市のＰＲに努めるとともに、スポーツの振興及び市民の健康意識の向

上に繋げる。また、令和２年度には市制施行５０周年を迎えることから、半世紀とい

う大きな節目を記念する様々な事業・行事の企画・準備作業を行政のみならず、市民

や市民団体と広く連携して着実に進めていく。

この方針に基づいて編成された令和元年度一般会計当初予算の規模は、３８３億

５，０００万円で、平成３０年度当初予算に対して３億２，０００万円（０．８％）

の増額となった。増額の要因は、２８０ＭＨｚ(メガヘルツ)デジタル防災無線の導入

と防災ラジオの整備、民間保育園等への施設整備費補助金、消防本部大規模改造事業

に要する経費として、総額で１１億３，８４２万円を計上したことによる。

第４ 決算の状況等

一般会計の決算状況は、歳入予算額４３１億７，６８８万円に対し、決算額は

４０９億９，２２２万５千円で、予算額に対する決算額の比率は９４．９４％となっ

た。

歳出においては、予算額４３１億７，６８８万円に対し、決算額は４０１億

２，８８５万７千円で、９２．９４％となった。

全ての会計を合計した決算状況は、歳入予算額７０８億２，８８５万４千円に対し、

決算額は６７４億８，３２９万９千円で、予算額に対する決算額の比率は９５．２８％

となった。

歳出においては、予算額７０８億２，８８５万４千円に対し、決算額は、６５３億

３，８６１万２千円で９２．２５％となった。



（単位：円、％）

予算額に対する 予算額に対する

決算額との比較 決算額との比率

歳 入 43,176,880,000 40,992,225,408 2,184,654,592 94.94

歳 出 43,176,880,000 40,128,856,883 3,048,023,117 92.94

継続費逓次繰越額、
繰越明許費繰越額及び
事故繰越し繰越額

64,859,000

翌年度繰越金 798,509,525

歳 入 3,713,857,000 2,344,832,590 1,369,024,410 63.14

歳 出 3,713,857,000 2,319,246,538 1,394,610,462 62.45

繰越明許費繰越額及び
事故繰越し繰越額

10,698,000

翌年度繰越金 14,888,052

歳 入 11,662,620,000 11,967,135,597 △ 304,515,597 102.61

歳 出 11,662,620,000 10,952,841,973 709,778,027 93.91

歳 入 歳 出 差 引 額 － 1,014,293,624 翌年度繰越金 1,014,293,624

歳 入 2,886,844,000 2,825,135,004 61,708,996 97.86

後期高齢者医療特別会計 歳 出 2,886,844,000 2,800,193,174 86,650,826 97.00

歳 入 歳 出 差 引 額 － 24,941,830 翌年度繰越金 24,941,830

歳 入 8,433,852,000 8,403,790,791 30,061,209 99.64

介 護 保 険 特 別 会 計 歳 出 8,433,852,000 8,198,961,808 234,890,192 97.21

歳 入 歳 出 差 引 額 － 204,828,983 翌年度繰越金 204,828,983

歳 入 954,089,000 949,428,061 4,660,939 99.51

競 輪 事 業 特 別 会 計 歳 出 954,089,000 938,051,593 16,037,407 98.32

歳 入 歳 出 差 引 額 － 11,376,468 翌年度繰越金 11,376,468

歳 入 712,000 751,273 △ 39,273 105.52

歳 出 712,000 460,008 251,992 64.61

歳 入 歳 出 差 引 額 － 291,265 翌年度繰越金 291,265

歳 入 70,828,854,000 67,483,298,724 3,345,555,276 95.28

合 計 歳 出 70,828,854,000 65,338,611,977 5,490,242,023 92.25

歳 入 歳 出 差 引 額 － 2,144,686,747

令和元年度取手市会計別決算総括表

会 計 別 区 分 予 算 額 決 算 額

一 般 会 計

歳 入 歳 出 差 引 額 － 863,368,525

取手駅西口都市整備事業
特 別 会 計

歳 入 歳 出 差 引 額 － 25,586,052

国 民 健 康 保 険 事 業
特 別 会 計

取 手 地 方 公 平 委 員 会
特 別 会 計
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決 算 の 概 要

１ 予算の状況

当初予算

令和元年度の一般会計の当初予算は、歳入歳出ともに、３８３億５，０００万円で、平成

３０年度当初予算３８０億３，０００万円に比較し、３億２，０００万円（０．８％）の増額

となった。増額の要因は、２８０ＭＨｚ(メガヘルツ)デジタル防災無線の導入と防災ラジオの

整備、民間保育園等への施設整備費補助金、消防本部大規模改造事業に要する経費として、総

額で１１億３，８４２万円を計上したことによる。

特別会計は６会計で、当初予算額は、２４９億８，４４８万９千円となり、平成３０年度の

２５２億９，４５１万円に比較し、３億１，００２万１千円（１．２％）の減となった。

補正予算

一般会計において１４回の補正予算を組み、合計で２４億６，５７４万３千円の増額補正を

行い、繰越事業費繰越財源充当額２３億６，１１３万７千円を加えた最終予算現額は、

４３１億７，６８８万円となった。これを平成３０年度の最終予算現額と比較すると、２０億

７，８２７万８千円（５．１％）の増となった。

また、特別会計における補正予算は、４特別会計で１６億６，０７７万７千円を増額、

１特別会計で３億８，７１３万７千円を減額補正し、繰越事業費繰越財源充当額１３億

９，３８４万５千円を加えた最終予算現額は、２７６億５，１９７万４千円となり、前年度対

比６億７，９１７万４千円（２．５％）の増となった。

２ 決算の状況

一 般 会 計

令和元年度は、まちの活性化として、２８０ＭＨｚ(メガヘルツ)デジタル防災無線の導入と

防災ラジオの整備を進め、より確実な防災情報の伝達を図った。また、取手駅西口地区におい

て、都市機能の集積と土地の高度利用促進を図るため、土地区画整理事業による都市基盤の整

備およびＡ街区の再開発事業に向けた地権者組織の支援を一体的に行いつつ、市・東京藝術大

学・ＪＲ東日本東京支社・アトレの四者協定に基づき、取手駅ビル４Ｆにとりでアートギャラ

リーを整備し、市民の美術・芸術の発表の場を確保した。桑原地区の整備については、市街地

整備事業の具現化に向けて、都市計画決定に係る協議を進めるとともに、区画整理準備組合に

対する事業化への支援を行った。さらに、地域活力の維持・向上を支える基礎となる産業振興・

活性化のため、引き続き企業誘致や広域連携による創業支援の充実に取り組んだ。

人口減少・少子高齢化への対応については、「井野なないろ保育所・地域子育て支援センター」

の整備を引き続き進めるとともに、市立保育所のＩＣＴ化も推進し、子どもたちの安全安心な

保育環境のさらなる充実と保護者の利便性向上を図った。また、シティプロモーションによる

市のイメージアップに取り組みつつ、良質な新築住宅の取得や中古住宅のリノベーションに対

する補助、シニア世帯の持ち家を活かした住み替えに対する補助を実施し、特に子育て世帯や
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市内就業者等の定住化促進を図った。

安全安心な学校教育については、まず藤代南中学校において老朽化の著しい校舎・体育館の

大規模改造工事を実施し、宮和田小学校についても、校舎・体育館の大規模改造工事の実施設

計を行った。さらに、各小学校の特別教室について空調設備設置工事を、中学校においては実

施設計を行い、児童生徒の安全かつ快適な学習環境の充実を図った。また、通学路交通安全対

策プログラムに基づき、下高井田向、山王、野々井、清水、藤代において道路改良、安全対策

施設整備工事を実施するなど、危険路線の対策及び危険箇所の解消を図った。

協働と持続可能な自治体運営については、第六次総合計画の基本計画である「とりで未来創

造プラン２０１６」及び「取手市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の計画期間が令和元年度

までであったことから、総合戦略の内容を包含した新たな基本計画「とりで未来創造プラン

２０２０」を策定した。さらに、市の今後のまちづくりの指針となる立地適正化計画について

は、昨年度作成した素案をもとに、国県との協議、住民説明会や都市計画審議会の承認を経て

公表を行った。また、「チャレンジデー」の開催により、健康づくりを目指す市民の一体感を高

めるとともに、各分野の市民活動団体と協力して「市民協働サミット」を開催し、民間企業と

市民活動団体の連携のきっかけづくりを行った。

いきいき茨城ゆめ国体２０１９・いきいき茨城ゆめ大会２０１９、市制施行５０周年につい

ては、国民体育大会の正式競技として自転車(トラック･レース)とボウリング、公開競技として

武術太極拳、デモンストレーションスポーツとしてダンススポーツとエアロビックが行われた。

関係団体との協働により、全国から訪れる選手･役員をはじめ応援観戦の来場者を温かくお迎え

し大会を成功に導いた。また、令和２年度に市制施行５０周年を迎えるにあたり、市勢要覧や

市の魅力映像の制作に着手するとともに、新たな「取手市民のうた」を制作した。

このほか、都市計画道路３・４・７号取手東口城根線の整備や、井野三丁目、市之代、神住

前新田、井野台四丁目における道路改良工事、藤代地区や野々井大門地区などの雨水排水整備

を実施し、都市の基盤となるインフラ整備を進めた。また、消防本部の大規模改造工事、福祉

会館の大規模改造工事及び空調設備改修工事、井野公民館の外壁・屋上改修工事など、公共施

設の老朽化対策を進めるとともに利用者の安全安心な環境整備に努めた。

（決算額）

一般会計の歳入歳出決算額（繰越事業を含む）は、

歳 入 ４０９億９，２２２万５千円（平成３０年度 ３８６億８，０５２万５千円）

歳 出 ４０１億２，８８５万７千円（平成３０年度 ３７８億５，５００万円）

となり、平成３０年度に比べ歳入で２３億１，１７０万円（６．０％）の増、歳出で２２億

７，３８５万７千円（６．０％）の増となった。

（決算収支）

一般会計の歳入歳出差引額は、８億６，３３６万８千円で、このうち令和２年度へ繰り越す

べき財源６，４８５万９千円（継続費逓次繰越額、繰越明許費繰越額及び事故繰越し繰越額）

を控除した実質収支額は７億９，８５０万９千円となった。



（歳　入）

　歳入の状況

　主な歳入の前年度との比較

市税 13,570,575 14,033,392 △ 462,817

地方譲与税 324,526 323,060 1,466

利子割交付金 10,928 22,909 △ 11,981

配当割交付金 60,640 52,268 8,372

株式等譲渡所得割交付金 36,707 45,009 △ 8,302

地方消費税交付金 1,697,327 1,755,450 △ 58,123

地方特例交付金 226,047 71,491 154,556

地方交付税 6,539,696 6,023,524 516,172

分担金・負担金 196,243 227,955 △ 31,712

国庫支出金 5,715,998 4,930,795 785,203

県支出金 2,553,751 2,388,430 165,321

繰入金 1,584,500 998,693 585,807

繰越金 825,525 1,232,672 △ 407,147

諸収入 990,133 820,755 169,378

市債 5,860,457 5,068,953 791,504

その他 799,172 685,169 114,003

合計 40,992,225 38,680,525 2,311,700

　歳入一般財源

（単位：千円）

△ 3.3

0.5

△ 52.3

16.0

△ 18.4

△ 3.3

216.2

8.6

△ 13.9

15.9

6.9

58.7

△ 33.0

20.6

15.6

16.6

6.0

　令和元年度の一般会計歳入決算額は、４０９億９，２２２万５千円で３０年度と比較すると
２３億１，１７０万円（６．０％）の増となった。市税が４億６，２８１万７千円の減となっ
ているが、主に法人市民税法人税割の減収によるものである。

令和元年度 平成30年度 増減 伸び率（％）

　令和元年度の歳入一般財源（市税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡
所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、環境性能割
交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金）は、２２５億９，３７４万
７千円で平成３０年度の２２４億８，５５６万６千円に比べ、１億８１８万１千円(０．５％)
の増となった。
　歳入一般財源の歳入総額に占める割合は、５５．１％で平成３０年度の５８．１％と比較す
ると３．０ポイントの減となった。
　減収補てん債特例分３億８４０万円と臨時財政対策債１３億８，１２５万７千円を加えると
２４２億８，３４０万４千円となり、平成３０年度と比較し、７，６２１万５千円(０．３％)
の減、歳入一般財源の歳入総額に占める割合は、５９．２％となった。
　増減内訳、伸び率は、次表のとおりである。
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　歳入一般財源の決算額の比較

（単位：千円）

市税 13,570,575 14,033,392 △ 462,817 △ 3.3

地方譲与税 324,526 323,060 1,466 0.5

利子割交付金 10,928 22,909 △ 11,981 △ 52.3

配当割交付金 60,640 52,268 8,372 16.0

株式等譲渡所得割交付金 36,707 45,009 △ 8,302 △ 18.4

地方消費税交付金 1,697,327 1,755,450 △ 58,123 △ 3.3

ゴルフ場利用税交付金 53,879 56,462 △ 2,583 △ 4.6

自動車取得税交付金 46,338 88,792 △ 42,454 △ 47.8

環境性能割交付金 14,241 ― ― 皆増

地方特例交付金 226,047 71,491 154,556 216.2

地方交付税 6,539,696 6,023,524 516,172 8.6

交通安全対策特別交付金 12,843 13,209 △ 366 △ 2.8

小　　計 22,593,747 22,485,566 108,181 0.5

減収補てん債特例分 308,400 187,500 120,900 64.5

臨時財政対策債 1,381,257 1,686,553 △ 305,296 △ 18.1

小　　計 1,689,657 1,874,053 △ 184,396 △ 9.8

合　　計 24,283,404 24,359,619 △ 76,215 △ 0.3

（歳　出）

　歳出の状況

　目的別歳出 （単位：千円）

議会費 267,403 0.7 285,788 △ 18,385 △ 6.4

総務費 5,782,566 14.4 5,172,488 610,078 11.8

民生費 16,237,791 40.5 14,795,534 1,442,257 9.7

衛生費 1,424,989 3.5 1,413,296 11,693 0.8

農林水産業費 227,266 0.6 237,826 △ 10,560 △ 4.4

商工費 651,759 1.6 363,461 288,298 79.3

土木費 4,413,397 11.0 4,633,415 △ 220,018 △ 4.7

消防費 1,881,689 4.7 1,746,691 134,998 7.7

教育費 5,348,048 13.3 5,249,880 98,168 1.9

災害復旧費 8,360 0.0 30,758 △ 22,398 △ 72.8

公債費 3,885,447 9.7 3,925,755 △ 40,308 △ 1.0

諸支出金 142 0.0 108 34 31.5

合　計 40,128,857 100.0 37,855,000 2,273,857 6.0

款　　名 令和元年度 平成30年度 増減
伸び率
（％）

　令和元年度の一般会計歳出決算額は、４０１億２，８８５万７千円で３０年度と比較すると
２２億７，３８５万７千円（６．０％）の増となった。

款　　名 令和元年度 構成比(％) 平成30年度 増減
伸び率
（％）
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　特別会計

　特別会計の歳入歳出決算額は、次の表のとおりとなった。

（単位：千円）

歳　入 歳　出 歳入歳出差引額

取手駅西口都市整備事業 2,344,833 2,319,247 25,586

11,967,135 10,952,842 1,014,293

2,825,135 2,800,194 24,941

8,403,790 8,198,962 204,828

949,428 938,052 11,376

751 460 291

26,491,072 25,209,757 1,281,315

名　　称

国民健康保険事業

後期高齢者医療

介護保険

競輪事業

取手地方公平委員会

合　　計

議会費

総務費

総務費

民生費

民生費

衛
生
費

衛
生
費

農林水産業費 商工費

土木費

土木費

消
防
費

消
防
費

教育費

教育費

公債費

公債費

諸支出金

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30

R1

災害復旧費
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